
 

政府は、少子化社会対策会議において「子ども・子育て新システムに関する中

間とりまとめ」を決定し、「平成２３年度中に必要な法制上の措置を講ずることと

されている税制抜本改革とともに、早急に所要の法律案を国会に提出する」との

方針を示しました。 

 国の責任で福祉として行われている保育制度は、社会的養護が必要な子どもや、

経済的に困窮している家庭の子どもの保育という大きな役割を担っています。 

子ども・子育て新システムで考えられているイコールフッティングによる企業

参入により、長い歴史の中で培われてきたこの保育制度の根幹が崩壊し、安定し

た生活基盤の確保が担保されなくなるおそれがあります。すなわち、憲法で保障

されている最低限の文化的な生活を営む権利が脅かされることにほかなりません。 

 また、応能負担から応益負担へ変ること、保育所入園に際して保護者と施設と

の直接契約となることなど、保護者の負担が激増し、預けたくても預けられない

家庭が生ずると考えられ、現下の状況よりもさらに子育て環境を悪化させる危険

性があります。 

 内実として保育所待機児童の解消を図るための幼保一体化は、保育現場、幼児

教育現場双方からの厳しい反発により実現性に欠け、結果として保育需要の受け

皿として整備される需要量の確保は期待できません。 

 さらに、子ども・子育て新システムの導入は恒久財源を前提としているにもか

かわらず、所要財源確保の具体的な見通しが全く立っていない状況であり、見切

り発車的に新システムを導入することは、保育現場に混乱を招くだけでなく、事

業実施主体である自治体の財政力や市政方針による格差をもたらし、すべての子

どもの健やかな成長を社会全体で支えるという目的は、絵に描いた餅になること

が明らかです。 

 よって、国会及び政府においては、以下の項目について早急に実現を図り、だ

れもが安心して使用できる保育制度を維持・拡充されることを強く求めます。 

 

記 

 

１ 子ども・子育て新システムについて財源的な見通しが立たない 

中での移行は困難であり、今国会への法案提出を撤回すること。 

 

２ 保育制度の見直しに当たっては保護者・保育現場等の意見を十 

分尊重し慎重に行うこと。 

 

３ 「安心子ども基金」の拡充等、保育の充実に向けた地方の創意 

工夫が生かされること。 



 

以上、地方自治法第９９条の規定により意見書を提出します。 
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